
大阪教育大学で｢まっすぐなキモチ｣と
｢あたたかいココロ｣を育てよう！

人権教育全学シンポジウム
本学人権教育推進委員会では、昭和４７年より、学生及び教職員が大学構成員として人権教育に係る課題を
共有する機会として、毎年、人権週間（12/4～12/10）に人権教育全学シンポジウム（平成１４年度までは
｢部落問題全学シンポジウム｣）を開催しています。第45回目となる次回のシンポジウムは、令和4年
12月7日（水）に開催する予定です。積極的に参加くださいますようお願いします。

本学では、昭和44年度に教職専門科目「同和教育」を開設して以来、人権教育を学部教育の大きな柱とし、全学的な取組みを通じて、
広く人権問題について啓発に努めてきました。しかしながら、今なお本学のキャンパスは、人権侵害に関わる事象が皆無とは言えない
状況にあります。
このリーフレットでは、本学における人権教育への取組みや本学で開講している人権教育関連の一部の授業などを紹介します。
このリーフレットが、学生の皆さんの人権尊重の意識を高める機会となり、在学中、また卒業後においても、人権教育の推進の一助と
なれば幸いです。

●過去4年間の実施状況

開催日

第42回
令和元年
12月10日

第43回
令和2年
12月9日

テーマ 基調講演

映画上映「さとにきたらええやん」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監督講話 重江良樹氏

第44回
令和3年
12月8日

「『ありのままのわたしを生きる』ために」
京都府立高校教員／GIO（性同一性障害）学会理事　土肥いつき氏

外国ルーツの子どもたちと教育
「学校のサンクチュアリ ～子どもの背景に迫る教育の支援～」
 特定非営利活動法人NGOセンター事務局長・理事 金光敏氏

ホーム 学生生活・就職 学生相談窓口・相談先・手続・証明書

https://osaka-kyoiku.ac.jp/campus/services/sodan.html

在学中に困ったことがあれば…

卒業後の参考に…

発 行 の 趣 旨

人権教育推進委員会 学務部教務課教務企画係

TEL.072-978-3265 kyokikaku@bur.osaka-kyoiku.ac.jp

令和 4年 4月1日発行

E-mail

第41回
平成30年
12月6日

貧困の中で生きる子どもに
向き合う

学校文化とジェンダー
－多様な性を生きる－

R4 大阪教育大学 人権教育推進リーフレット

●人権教育参考ホームページ

人権教育に関する特色ある実践事例が、都道府県別、学校種別、実践事例の観点別の一覧で閲覧できる。

文部科学省HP

人権に関する代表相談窓口をはじめ、「子ども」や「女性」、「外国人」等人権課題ごとの相談窓口を紹介。

法務省HP

人権教育に関する役立つ教材・指導案等を掲載。
大阪の人権教育に係る指針、手引き等も掲載。

大阪府教育センターHP

文部科学省  人権教育 検 索

法務省  人権擁護局 検 索

大阪府教育センター  教材 検 索

大学内にも相談できる窓口があります。気軽に相談してみましょう♪
例えば、 ●セクハラ、パワハラ、身体の不調、自分の性格、友達とのこと…etc
 ●また、誰に相談したらいいのかわからない、誰かに話を聞いてほしい…そんな時でも
詳しくは以下の大学のホームページをご覧ください。

インターネット社会における
人権侵害
－部落差別と情報リテラシー－

「インターネットと部落差別 ～今おきていること・学校でできること～」
　　　　　　 （一社）山口県人権啓発センター事務局長 川口泰司氏



平成３年
１3．5％

平成30年
１5．7％

人権教育関連の授業
大阪府人権施策推進基本方針では、次のようなテーマを取り上げています。

進学率などの教育の課題、差別意識や差別事象など

①同和問題

DVやセクハラ、固定的な価値観や先入観など

②女性に関する課題

就職差別や入居拒否、在日外国人への差別落書きなど

⑥外国人に関する課題

心のバリアや、入店・入居拒否、就職差別など

③障がい者に関する課題

いじめや児童虐待、学校での体罰やセクハラなど

⑤子どもに関する課題

金銭の詐取や、暴力・暴言等の虐待など

④高齢者に関する課題

不正確な知識や思い込みなどによる過度な危機意識や差別など

⑦HIV感染者・ハンセン病回復者等に関する課題

犯罪被害者やその家族、個人情報やプライバシー、ホームレス、
性的マイノリティ等に関する課題

⑧様々な人権課題

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成12年）では、人権教育とは「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育
活動」としています。また、人権教育の指導方法等の在り方について〔第3次取りまとめ〕（平成20年）では、人権教育の
目的として、「知的理解と人権感覚を基盤として、自分と他者との人権擁護を実践しようとする意識、意欲や態度を向上
させること、そしてその意欲や態度を実際の行為に結びつける実践力や行動力を育成すること」としています。

ダイバーシティと人権
互いの違いを通して社会の差別と人権、自己との関わり
について考えます。本学で人権関連授業を開講する第一
の目的は本学における全ての構成員が安心してまなべ
るようにすることです。この授業は、この頁に紹介してい
るさまざまな人権関連授業の導入となります。必修なの
で、同じ専攻の同級生達と問題意識を交流できます。

人権教育の基礎・人権教育の実践
「基礎」では主に、同和教育をはじめ国内外の人権教育
の歴史と実践について学びます。また、社会と個人の関
わり、子どものとらえ方、集団づくりの観点と手法など、
人権教育をすすめる上で不可欠な視点を身につけます。
さらに、「実践」では、現場の課題を取り上げ、現代の教育
現場で必要とされる実践的指導力を培います。

部落問題概論
部落差別の歴史と現状、差別をなくしていく上でのこれ
からの課題とわたしたちの関わりを考えます。「差別して
はいけない」ではなく、「何が差別か」「なくすには自分が
どうすれば良いのか」を学びます。2016年には部落差別
解消推進法が制定されました。部落問題は現代的な課題
です。

多文化共生の社会をめざして
在日外国人問題を通して日本社会の課題や、わたした
ちの在り方を学び、考えます。多文化・多民族社会となっ
ている日本の現状を理解し、エスニックマイノイティを
めぐる人権状況や、移住労働が起こる背景について歴
史をふりかえり、移住者にも保障されるべき人権につい
て考えます。

「障害」者と人権
「障害の社会モデル」に基づきつつ、わたしたちの生き方
や社会の在り方を考えます。障害者運動は、社会のあら
ゆる常識を問い直し、社会構造を変えようと取り組んで
います。この講義では、社会の在り方に問題関心をもち、
障害者問題の概要と多様な課題について理解し、わたし
たちの未来について考えます。

ジェンダーとセクシュアリティ
セックスやジェンダー、セクシュアリティなど、この領域の
基礎概念について学びます。ジェンダーに敏感な視点で、
学校文化やメディアを捉え直すとともに、性暴力（DV・セ
クシュアルハラスメント）の加害者にも被害者にもならな
い感性や態度を身につけ、また多様な性のあり方
（LGBT)について考えます。

国際理解
国境を越えて移動する人々が増えている今日、日常生活
において異なる言語や文化をもつ人々と接触する機会
が増えています。本講義は、日本人学生と留学生等の多
文化クラスです。グループワークや意見交換を行いなが
ら，身近な事例から異文化理解を導くためにどのような
コミュニケーションが必要か具体的に考えます。

外国人児童生徒教育
国際化の進展に伴い、小・中学校において日本語を母語
としてない子どもに対する日本語教育の必要性が高まっ
ています。この授業では、異文化のなかで育つ子どもの
教育課題について理解を深めるとともに、第二言語習得
のメカニズムとそのために必要な日本語支援を実践的に
学び、多様な子どもが共に学ぶ学校について考えます。

①日本語指導が必要な
　外国籍の児童生徒数

平成7年
617,712世帯

平成27年
838,727世帯

平成５年度
７，５５９人
平成30年度
26，316人

②通級による指導を受けている
　児童生徒数小学校

平成５年度
１１，９６３人

令和元年度
116，633人うち発達障害 75，455人

平成５年度
２９６人
令和元年度
16，765人うち発達障害 15，706人

平成５年度
２，８８１人
平成30年度
10，260人

3.6倍

③要保護及び準要保護の
　児童生徒数

④子どもの貧困 ⑤ひとり親世帯数 子どもを取り巻く状況は
クラスには、厳しい生活を背負わされた子どもたち
や特別な支援を要する子どもたちがたくさんいま
す。そうした子どもの中には、自尊感情や学力が低
く、ロールモデルを持てず、将来への展望が見えに
くくなっている子どもが少なからずいます。子ども
に寄り添い、子どもたちの進路を保障するのは教員
の責務ですし、そうした子どもたちにとって学校や
教員は、大切なセーフティネットでもあります。子ど
もたちの差別と不利益の悪循環、貧困の連鎖を断
ち切るためにも、人権教育は欠かせません。子ども
たちのかかわりを促し、学ぶ意欲を醸成し、「先生の
クラスでよかった！」と言われる教員になるために、
大阪教育大学の人権教育に深く学びましょう。

本学では、子どもたちを巡る人権課題に対応して下記のような授業を開講しています。
「LiveCampus(LCU)」で検索して、積極的に受講しましょう。

人権問題とは？

人権教育とは？

学校ではいまどんなことが起きているのだろう？

平成７年度
要保護児童生徒数
８７，２５０人

準要保護児童生徒数
６７８，９２３人

令和元年度
要保護児童生徒数
104，996人

準要保護児童生徒数
1，239,920人

1.2倍 1.8倍

文部科学省「H30 日本語指導が必要な
児童生徒の受け入れ状況に関する調査」 文部科学省「R1 通級による指導実施状況調査」

厚生労働省「R1 国民生活基礎調査」 総務省「H27 国勢調査」

文部科学省「R1 就学援助実施状況等調査」

小学校

中学校

小学校

中学校

56.6倍

3.5倍 9.7倍

1.2倍 1.4倍

※要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者を
いい、準要保護とは、生活保護を必要とする状態に
ある者に準ずる程度に困窮している者をいう。

※上記は、世帯主が18歳以上65歳未満で子どもがいる
世帯のうちの等価可処分所得の中央値に等価可処分
所得が満たない世帯の割合（相対的貧困率）を示す。
※等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。

※発達障害は、自閉症、情緒障害、ＬＤ、ＡＤＨDの児童
生徒数を合計したもの

H18大阪府人権教育研究協議会編
「わたし  出会い  発見  part６」

子どものくら
しが

見える時
～気になるあ

の子の…～
履修対象校でのインターンシップと教育実習を通
して、学校や地域で多様性と人権教育について学
ぶことができる副専攻プログラムです。教育現場
で人権教育がどのように取り組まれているのか、
その実際に触れることができる貴重な機会です。

「地域との連携・協働による
ダイバーシティと人権教育プログラム」とは


